別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費　
	事業名: 里親支援機関事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2637）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,743千円（前年度予算額：3,427千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　家庭で生活することが困難な児童を預かり、家庭的な養育環境のもとで生活をすることで、児童の健やかな心身の発達を図ることが可能な里親制度について、制度の普及、登録の推進を図るとともに、里親が安心して児童を養育できるよう、また児童が安心、安全に生活できるよう支援を行う。

　

（１）養育里親研修

　　○里親を希望する者に対して、児童の養育に必要な基礎的知識や技術の習得を行う

とともに、その資質の向上を図る。

　　○養育里親として登録をしてから５年目の者に対して、養育里親としての児童の養育を継続するために必要となる知識や新しい情報を得るための更新研修を実施する。
（２）専門里親研修

　　○児童虐待等の行為により、心身に有害な影響を受けた児童等を養育する専門里親

について、知識や技術の向上を目的とした研修を実施する。

　　

（３）里親家庭への訪問支援事業（里親サポーター）

○実際に児童を養育している里親の心身の負担感を軽減し、里親が安心して養育す　ることができるよう、「援助者」として登録された里親等が訪問による相談支援を行う。

　　　

（４）里親相互交流事業（里親サロン事業）

　　○実際に児童を養育する里親が日々の養育について相談できる場を設けることで、

里親同士の繋がりを作り、孤立感や不安感の軽減を図る。
また、児童福祉司、施設職員等の支援、指導のもとに、里親自身の養育技術等の　　向上を図る。

　　

（５）里親支援委託事業（里親対策専門職活動費）

　　○里親対策専門職が設置・運営する岐阜県里親委託等推進委員会（子ども相談センター、里親、児童養護施設等で構成）を通して、里親への委託を総合的に推進する。

	２　所要経費


（１）養育里親研修／更新研修

　　　・基礎研修及び認定前研修　1,133千円

　　　・更新研修　1,126千円

（２）専門里親研修

　　　・恩賜財団母子愛育会による専門研修　203千円

（３）里親家庭への訪問支援事業（里親サポーター）

　　　・施設職員、里親等による里親への電話相談及び訪問活動　435千円

（４）里親相互交流事業（里親サロン事業）

　　　・施設、子相職員も交えた里親同士の相談の場を設置　440千円

（５）里親委託支援事業（里親対策専門職活動費）

　　　・里親対策専門職活動費　406千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	3,427
	1,713
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,714

	要求額
	3,743
	1,871
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,872

	決定額
	3,743
	1,871
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,872


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　児童がより家庭的な雰囲気の中で生活できるように、里親への委託を進めるとともに、里親の資質向上、負担感や孤立感の軽減を図ることができるよう、より一層の里親支援を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	新規登録里親数（人）
※数値は各年度実績数
	（H　）
	14
（H22）
	（H  ）
	26
（H23）
	30
（H24）
	86.6％


	里親委託率（％）
※数値は各年度末
	（H　）
	6.5
（H21）
	6.3
（H22）
	6.2
（H23）
	9.9
（H26）
	62.6％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・養育里親研修　前期（ 6月～9月）　修了証発行者数：１３名

　　　　　　　 後期（11月～2月開催予定）

・里親サロン　　各子ども相談センター管轄ごとに概ね1～2回／2カ月開催
※H23年度実績（開催数：延べ２８回　参加人数：延べ４２５名）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　養育里親研修では、新たに里親になるために必要な研修として、里親登録を希望する者に対し、児童の養育に必要な基礎的知識や技術の習得を行った。
また、里親支援の面では、里親同士の交流の場を設けることで繋がりができてきているが、今後は施設や市町村などの関係機関との関係も築いていけるよう、サロンの充実を図っていく予定である。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	社会的養護（※1）はできる限り家庭的な養育環境の中で特定の大人との継続的で安定した愛着関係の下で行われる必要があるため、里親委託推進のための当該事業の必要性は高い。
※1：保護者のいない児童や、保護者に監護させることが適当でない児童を、公的責任で社会的に養育し、保護するとともに、養育に大きな困難を抱える家庭への支援を行うこと。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	　里親委託率（※1）は近年低い水準で横ばいとなっており、まだ期待どおりの成果は得られていない。

※1特定の地域における「里親委託児童数」「乳児院入所児童数」「児童養護施設入所児童数」の合計を分母に、「里親委託児童数」を分子にして出した数字のこと。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　里親サロンは里親同士の繋がりを作り、孤立感や不安感の軽減を図るとともに、里親自身の養育技術等の向上を図る機会としているが、現状は里親のみが集う機会が主となっているため、今後は施設で開催したり、里親以外の関係者も参加することで様々な人や機関と関係を築くとともに、受託の有無、養育・養子の区分等を考慮し、様々な里親の認識やニーズに合わせて開催する。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　被虐待や発達障害等、児童の抱える問題等が複雑化しており、里親への委託が困難なケースが増えている。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。
　里親家庭における里親の孤立感や不安感を軽減するため、地域ごとのブロック会議等を通して様々な意見をもとに里親の支援体制の構築及び充実を図る。


